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私立幼稚園の子ども・子育て支援新制度への移行に関する意向調査について 

 

 

平素より子ども・子育て支援施策の推進、子ども・子育て支援新制度（以下「新制度」という。）

の施行準備に御尽力いただき、厚く御礼申し上げます。 

新制度の実施に当たり、私立幼稚園は、新制度に移行するか、引き続き現行の私学助成等を受け

るかの選択、新制度に移行する場合には、幼稚園のまま移行するか、認定こども園（幼保連携型又

は幼稚園型）となるか等の選択を行うことが必要となるほか、一時預かり事業や小規模保育事業等

の実施についても、実情に応じて検討を行う必要があります。このため、既にお知らせしているよ

うに、公定価格に係る仮単価の提示と併せて、私立幼稚園の新制度への移行の意向調査を実施する

こととしています（平成26年４月10日付け事務連絡「私立幼稚園の子ども・子育て支援新制度へ

の円滑な移行等について」）。 

 

このたび、５月26日付けで公定価格仮単価表及び関連資料が子ども・子育て会議でとりまとめら

れ公表されたことを受け、下記のとおり、私立幼稚園の新制度への移行に関する意向調査を実施す

ることといたしますので、各都道府県及び各市町村においては、域内の全ての私立幼稚園（認定こ

ども園を構成するものを含む。）について本調査を円滑に実施することができるよう、格段の御協力

をお願いします。また、各都道府県においては、域内の市町村に対し、本調査の実施方針等につい

て周知するとともに、各市町村における本調査の適切な実施及び相談・支援体制の確保にご配慮く

ださるようお願いします。 

なお、調査結果については、取りまとめのうえ、公表を予定していることを申し添えます。 

 

 

記 

 

 １ 調査の趣旨 

   ・現時点における公定価格仮単価等の限られた情報の中ではあるが、国、都道府県及び市町

村における新制度実施の準備、事業計画の策定、国の概算要求、予算案の策定等に資する

ため、私立幼稚園の新制度への移行の見込み等を把握する。 

・なお、本調査の質問項目、スケジュールについては、主として国の概算要求の実施のため

最低限必要なものとして実施するものであり、都道府県及び市町村が地域の実情に応じて



 

別途意向調査を行うことを妨げるものではない。 

・また、平成２７年度施行に当たっての施設型給付の対象施設の確認（みなし確認を含む。）

又は確認を受けない旨の別段の申出については、各市町村において、別途改めて秋頃をめ

どに手続の案内を行った上で対象施設の方針を確認することを想定している。したがって、

設置者は今回の調査に対する回答内容に拘束されるものではない。 

 

 ２ 調査の実施主体 

   ・都道府県及び所在市町村※ 

  ※ 私立幼稚園について、子ども・子育て支援法に基づきみなし確認又は別段の申出に関す

る事務を行うこととなる市町村（政令指定都市及び中核市を含む） 

 

３ 調査の対象 

 ・私立幼稚園（認定こども園を構成しているものを含む。）の設置者 

 ・調査への回答の単位は施設ごと 

 

 ４ 調査票等の様式 

  ・国からモデル質問票を提示 

 （主な質問事項） 

① 現在の施設の利用状況（広域利用の状況を含む。） 

② 新制度への移行見込み・移行する場合の施設の類型（認定こども園への移行を含む。）・

移行予定年度 

③ 一時預かり事業（幼稚園型）・小規模保育事業等の実施希望 等 

 ・都道府県又所在市町村において独自の質問を追加することは可 

 

５ 調査の実施方法 

・都道府県（新制度担当部局及び私立幼稚園担当部局）と所在市町村（新制度担当部局）が

連名にて調査を実施することを基本とすること（都道府県と所在市町村で十分調整の上、

これと異なる方法も可とする。）。 

・都道府県及び所在市町村で独自の追加質問がある場合、両者で相談の上、項目を追加する

こと。また、追加方法としては、モデル質問票に質問を追加して送付する、又はモデル質

問票とは別に追加質問を送付することが考えられるが、独自の質問に対する回答は、国に

提出する集計表には加えないこと。 

・同一設置者が複数の施設を設置している場合も含め、回答は施設ごとに所在市町村に提出

すること。 

・所在市町村は域内の全施設の回答を集計表にとりまとめて都道府県に提出すること。 

・都道府県は域内の全市町村の集計表をとりまとめて国に提出すること。    

 

６ スケジュール 

６月４日    モデル質問票を国から都道府県、政令指定都市、中核市に配付 

６月１１日まで 追加質問がある場合も含め、都道府県及び所在市町村の連名で、正式の調

査依頼を送付 

※調査依頼文の参考例を後日提供予定 

７月１１日まで 各設置者が所在市町村に回答を提出 



 

７月１８日まで 各所在市町村が回答を集計表（市町村単位）にとりまとめて都道府県に提

出 

※集計表の参考例を後日提供予定 

７月２５日まで 各都道府県が回答を集計表（都道府県単位）にとりまとめて国に提出 

※集計表の参考例を後日提供予定 

 

７ 留意事項 

 (1) 各都道府県及び所在市町村においては、本調査の実施に当たり、４月１０日付け事務連

絡「私立幼稚園の子ども・子育て支援新制度への円滑な移行等について」に従って、相談・

支援に関する担当窓口をあらかじめ設置し、域内の私立幼稚園設置者に案内すること。 

(2) 各都道府県は、本調査の実施に当たり、私立幼稚園に係る認可や利用状況等、私学助成

の仕組み（要綱等）、助成状況等を所在市町村に提供するなど、私立幼稚園に係る情報共有

に努めること。なお、平成27年度以降の私学助成や一時預かり事業（幼稚園型）の補助単

価見込みは現時点で提示できていないことから、各設置者においては、直近年度における

各都道府県の私学助成の補助額を参考に検討願いたいこと。 

(3) 各都道府県、政令指定都市、中核市においては、各設置者における検討時間を十分確保

する観点から、モデル質問票を速やかに周知するとともに、できるだけ早期に設置者向け

説明会を開催するなど、速やかな情報提供に努めること。 

また、所在市町村の担当窓口において、本調査に関する相談・質問も含め、設置者からの

照会等に適切に対応する体制確保に配慮願いたいこと。 

(4) 本調査により所在市町村に居住する者以外の利用（広域利用）の状況を把握した所在市

町村においては、利用者の居住地市町村に調査結果等を送付し、情報共有を図ること。当

該広域利用の状況は都道府県とも共有を図り、必要に応じて、都道府県が広域調査を行う

こと。 

(5) 回答は所在市町村に対して提出することを基本とするが、特別な事情がある場合は、所

在市町村と都道府県で十分調整の上、設置者が都道府県に直接回答を提出する方法も可と

する。その場合は、都道府県から当該市町村に調査結果等を送付し、情報共有を図ること。 

(6) 仮単価提示後の設置者の意向について、国から示すモデル質問票に記載の情報を最低限

盛り込んだ調査を行って頂くことが基本であるが、都道府県、所在市町村において同様の

調査を既に行っており、この機会に改めて調査を行うことが難しいなどの特別の事情があ

る場合は、既存の調査結果の中から該当する項目をとりまとめた上で提出することも可と

する。 

 

 

 

 

【担 当】文部科学省初等中等教育局 幼児教育課  
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